
平成３1年度

鏡野町下水道事業会計予算書

鏡　　　野　　　町
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第１条　平成31年度鏡野町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

  （１）　年間有収水量

公共下水道事業 660,000 ㎥

特定環境公共下水道事業 60,000 ㎥

農業集落排水事業 230,000 ㎥

林業集落排水事業 5,000 ㎥

  （２）　接続戸数

公共下水道事業 戸

特定環境公共下水道事業 100 戸

農業集落排水事業 800 戸

林業集落排水事業 20 戸

  （３）　主な建設改良事業

（イ）  千円

（ロ）  千円

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 千円

　第１項 営業収益  千円

　第２項 営業外収益  千円

 千円

　第１項 営業費用  千円

議第 28 号

　  （総　　則）

収　　　　　　　入

支　　　　　　　出

平成31年度鏡野町下水道事業会計予算

769,553

　第１款　下水道事業費用

　第１款　下水道事業収益

公共下水道事業

　  （業務の予定量）

2,100

    （収益的収入及び支出）

328,768

農業集落排水事業 99,478

874,168

122,091

752,077

870,612
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　第２項 営業外費用  千円

　第３項 特別損失  千円

　第４項 予備費  千円

　　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　３,７５２千円は、当年度消費税及

　び地方消費税資本的収支調整額３，７５２千円で補てんするものとする。」

第１款　資本的収入  千円

　第１項 企業債  千円

　第２項 他会計出資金 41,406  千円

　第３項 他会計補助金  千円

　第４項 補助金  千円

　第５項 負担金等  千円

第１款　資本的支出  千円

　第１項 建設改良費  千円

　第２項 企業債償還金  千円

　第３項 予備費  千円1,200

99,944

115

1,000

451,394

428,246

収　　　　　　　入

877,088

244,000

支　　　　　　　出

880,840

448,842

127,840

15,000
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限度額 利率

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　ただし、起債事業について前借の必要が生じたときは、別途に起債承認限度額まで借り

　入れることができるものとする。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

　らない。

千円

第９条　下水道事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７２０，４４３

千円である。

　　　　　平成３１年　３月　４日提出

鏡　 野 　町 　長

　　　　　平成３１年　３月２５日議決

鏡野町議会議長

山崎　親男

２４４，０００
千円

          （１）　営業費用と営業外費用、特別損失

    （予定支出の各項の経費の金額の流用）

    （一時借入金）

    （他会計からの補助金）

    （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

41,715          （１）　職員給与費

    （企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　

建設改良費

借入先の融資条件
による。ただし企業
財政その他の都合
により、繰上償還又
は低利に借り換える
ことができる。

年3.0%
以内

証書借入

起債の目的 償還の方法起債の方法
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備　　考

1.

1.

1.

2.

2.

1.

2.

3.

4.

備　　考

1.

1.

1.

2.

3.

4.

5.

6.

2.

1.

2.

3.

1.

2.

4.

1.

予 備 費

支 払 利 息 及 び 企 業
債 取 扱 諸 費

過 年 度 損 益 修 正 損

99,944

99,943

そ の 他 特 別 損 失 0

予 備 費

予定額

870,612

　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　出 （単位：千円）

34,466

769,553

70,936

業 務 費

総 係 費

管 渠 費

処 理 場 費

目

営 業 費 用

消費税及び地方消費税
還 付 金 300

他 会 計 補 助 金 271,601

長 期 前 受 金 戻 入 480,175

752,077

受取利息及び配当金 1

予　　定　　額

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益

115

115

1,000

1,000

下 水 道 事 業 費 用

22

款 項

平成31年度鏡野町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

（単位：千円）

下水道事業収益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

874,168

122,091

122,069

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　収　　　 　　　　　入

目款 項

営 業 外 費 用

特 別 損 失

149,950

2,001

1資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費 512,199

消 費 税 1
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備　　考

1.

1.

1.

2.

2.

1.

3.

1.

4.

1.

2.

5.

1.

2.

備　　考

1.

1.

1.

2．

2．

1.

4．

1.

　　　　　　　　　　                　支　　　　　　　　　出

款 項 目 予定額

資 本 的 支 出 880,840

（単位：千円）

他 会 計 補 助 金 448,842

他 会 計 補 助 金 448,842

予 備 費 1,200

予 備 費 1,200

4,495下水道建設費負担金

建 設 改 良 費 428,246

管 路 建 設 改 良 費 423,751

企 業 債 償 還 金 451,394

建 設 企 業 債
元 金 償 還 金 451,394

41,406

41,406

そ の 他 企 業 債 121,900

116,800

資 本 的 収 入 877,088

補 助 金 127,840

企 業 債 244,000

他 会 計 出 資 金

他 会 計 出 資 金

県 補 助 金

受 益 者 負 担 金

11,040

12,000

資本的収入及び支出

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　収　　　 　　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額

建 設 改 良 債 122,100

国 庫 補 助 金

負 担 金 等 15,000

分 担 金 3,000
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） 77

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 226

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 12

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息 99,943

未収金の増減額（△は増加） 369

未払金の増減額（△は減少） △ 535

資産減耗費 1

小計 145,307

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出 △ 4,087

国庫補助金等による収入

負担金等による収入

他会計繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 244,000

△ 451,392

41,406

　　資金増加額（又は減少額） 79,115

　　資金期首残高 301,635

　　資金期末残高 380,750

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 165,986

他会計からの出資による収入

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

199,736

△ 99,943

45,365

△ 387,859

15,000

127,840

448,842

△ 480,175

512,199

平成31年度鏡野町下水道事業
予定キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

（単位：千円）

13,667
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△ 2,432 支弁職員数の減少による

給　料 △ 3,416

手　当 △ 2,432

制度改定に伴う増減分

その他の増減分

普通昇給に伴う増減分

増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　明 備　　　考

支弁職員数の減少によるその他の増減分 △ 3,416

２．給料及び手当の増減額の明細
区　分 増減額

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増減分

0 △ 2,432

手
当
の
内
訳

給　　与　　費　　明　　細　　書

１．総　　　　括 （単位：千円）

387 0 14,456

△ 147 △ 160 △ 276 △ 1,639 0 0 △ 6

463 920 600 9,441 1,205 0

7,802 1,205 0 381 0 12,024

合　　計

期 末
勤 勉
手 当

時 間 外
勤務手当

特 殊
勤 務
手 当

管 理 職
手 当

宿 日 直
手 当

合 計区 分
扶 養
手 当

通 勤
手 当

児 童
手 当

住 居
手 当

本年度

前年度

比　較

1,236

1,440

△ 204

316 760 324

438

△ 1,578

△ 1,140

20,538

41,715

20,449

28,254

48,703

728

△ 7,716

△ 6,988

法 定
福 利 費

合　　計

5,328 21,177

4,793

10,121

4,890

6,371

11,261

31,594

15,559

21,883

37,442

290

△ 6,138

0

5,074

6,950

12,024

5,567

8,889

14,456

△ 493

△ 1,939

△ 2,432

0

0

0

0

0

0

△ 5,848

10,775

8,795

19,570

9,992

12,994

22,986

783

△ 4,199

△ 3,416

人

人

人

人

人

人

人

人

5

3

3

6

0

△ 1

人

人

人

人

人

人

0

0

0

0

0

0

△ 1 0

前
　
年
　
度

比
　
　
較

0 人

0

0

人

人

損益勘定

支弁職員

資本勘定

支弁職員

合　　計

損益勘定

支弁職員

資本勘定

支弁職員

合　　計

0

0

0

0

0

0

給　　　与　　　費

損益勘定

支弁職員

資本勘定

支弁職員

3

2

0

0

0

0

15,849

15,745

賃金 手当 計
区　　　分

職　　員　　数

特別職 一般職 報酬 給料

本
　
年
　
度

人
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区分

33.3 1

385,932

-

-

0.0
平 成 30 年 4 月 １ 日
現 在

事務・技術職 課長 主幹 主任
主事（補）

課長補佐 技師 技師（補）

３級 ２級 １級

課長代理 主事

６級 ５級 ４級

0

（等級別の標準的な職務内容）

職員数（人） 構成比（％）

141,900

0 0.0
6

構成比（％）

平 成 31 年 4 月 １ 日
現 在

（３）　等級別職員数

区　　　　分

175,400

0.0
5 1 16.7 3 0 0.0

1 20.0

（単位：円）

事務・技術職給料表

行政職（二）

一般会計の制度

0 0.0 4 0 0.0

級 職員数（人）

事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

43

技能労務職給料表

平均給料月額

平均給与月額
平 成 30 年 4 月 １ 日
現 在

3．給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給料

平均給料月額

平均給与月額

区　　　　　　　分

平 成 31 年 4 月 １ 日
現 在

平均年齢（歳）

326,120

-

319,208

-

44

-

489,100 -

高　校　卒 148,600 141,900

大　学　卒 175,400

148,600

級

（２）　初　任　給

区　　　　分 事務・技術職

平均年齢（歳）

技能労務職
行政職（一）

1

0 0.0

0

計 0

0.00

4 2 33.3 2 0 0.0

2

5 1 20.0 3

0

3
0.04 2 40.0 2 0

1
計 5 100

2 1 20.0

計 6 100 計 0

6 0 0.0 4 0

3
2 0 0.0
1 1 16.7
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0

通勤手当 同じ 時間外勤務手当 同じ

児童手当 同じ

（８）　その他の手当

区　　　分 一般会計の制度との異同 区　　　分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同じ 住居手当 同じ

支給率等

（支給率等）
24.586875

24.586875 33.27075

33.27075
一般会計の制度

47.709 47.709

47.709 47.709

３５年勤続の者 最高限度

（月　分） （月　分）
備　　　考

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
２０年勤続の者

（月　分）

２５年勤続の者

（月　分）

2.225 2.225 4.45

備　考

本年度

前年度

国の制度

2.225 2.225 4.45
2.125 2.275 4.4

６月（月分） １２月（月分） （月分）
区　　　分

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

有

有

有

- - -

-

（６）　期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率 （ ％ ） 支給率計

- - -

- - -

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 平 成 31 年 4 月 １ 日 現 在 ）
支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （ 円 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

比率（B）/（A）（％） 100% 100% -

（５）　特殊勤務手当

区　　　　　分 全職種 事務・技術職 技能労務職

前
　
年
　
度

２号給 1

４号給 5 5

0

0

1 0
３号給 0 0 0

100% -
職員数（A）　（人） 6 6 0

昇給に係る職員数（B）（人）

比率（B）/（A）（％）

6 6 0

号給数別内訳

１号給 0 0 0

技能労務職

5
5
0
0
1

5 0
5 0

0
0 0
1 0

（４）　昇給

職員数（A）　（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

区　　　分 合計 事務・技術職

4

100%

0１号給

２号給

３号給

４号給

本
　
年
　
度 4

号給数別内訳

５号給 0 0
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1

128,642

0

1,163 129,805

２

56,892

136,640

1,796

31,912

499,678

0 726,918

△ 597,113

３

1

459,119

275,244

390 734,754

４

104,465 104,465 630,289

33,176

５ 6,666 6,666

26,510

0

26,510当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

　特　別　損　失

　営　業　外　収　益

（１）　受取利息

（２）　長期前受金戻入

（３）　他会計補助金

（４）　雑収益

　営　業　外　費　用

（１）　支払利息

経　常　利　益

（３）　その他営業収益

　営　業　費　用

（１）　管渠費

（２）　処理場費

（３）　業務費

（４）　総係費

（５）　減価償却費

（６）　資産減耗費

営　業　利　益

（２）　他会計負担金

平成30年度鏡野町下水道事業予定損益計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

（単位：千円）

　営　業　収　益

（１）　下水道使用料
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1

(1)

（イ） 82,077 82,077

（ロ） 235,664

△ 12,777 222,887

（ハ） 13,075,724

△ 300,516 12,775,208

（ニ） 1,278,340

△ 150,604 1,127,736

（ホ） 1,490

△ 335 1,155

（ヘ） 2,207

0 2,207

14,211,270

(1)

（イ） 1,056,826

1,056,826

15,268,096

２

(1) 301,635

(2) 30,525

△ 2,161 28,364

329,999

15,598,095

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

平成30年度鏡野町下水道事業予定貸借対照表
（平成31年3月31日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

　固　定　資　産

 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
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３
(1)

6,619,832

6,619,832

４
（1）

451,392

（2） 5,036

(3)

（イ） 3,053

（ロ） 607

3,660

460,088

５
8,566,592

△ 459,119

8,107,473

15,187,393

６
自己資本金 299,924

繰入資本金 43,231 343,155

７
(1) 41,037

(2)

（イ） 26,510

26,510

67,547

410,702

15,598,095

負　　債　　の　　部

　固　定　負　債
企 業 債

（イ）
建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てるための企業債 6,619,832

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

　流　動　負　債
企 業 債

（イ）
建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てるための企業債 451,392

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

未 払 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

法定福利費引当金

資　　本　　の　　部

資 本 金

引 当 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

- 13 -



Ⅰ.

鏡野町下水道事業は、当年度より企業会計に移行し、地方公営企業法及び改定後の地方

公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

(1)

1.

2.

・　主な耐用年数

　　　施設利用権　　　　　　　　　45年

(2)

1.

2.

3.

4.

(3)

1.

　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。

その全部を負担することとなっている（ただし、岡山県市町村総合事務組合へ支払

う一定の負担金は除く）ため、退職給付引当金は計上していない。なお、一般会計

が負担すると見込まれる額は　33,743千円である。

法定福利費引当金

 　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年

賞与引当金

 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給

見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　　車両運搬具　　　　　     5～  6年

　引当金の計上基準

退職給付引当金

 　職員への退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、一般会計が

無形固定資産

・　減価償却の方法

　　　定額法

　　　工具器具備品　　　　　 2～ 15年

　　　定額法

・　主な耐用年数

　　　建物　　　　　　　　　　　38～50年

　　　構築物　　　　　　　　　 30～50年

　　　機械及び装置　　　 　 10～20年

有形固定資産（リース資産を除く）

平　成　30　年　度　注　記　表

　重要な会計方針に係る事項

　固定資産の減価償却の方法

・　減価償却の方法
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Ⅱ.

(1) セグメント情報

1.

供用人口　　　 7,234 人

年間有収水量 496,264 ㎥

供用人口 240 人

年間有収水量 50,760 ㎥

供用人口 2,240 人

年間有収水量 262,281 ㎥

供用人口 76 人

年間有収水量 5,307 ㎥

２.

（単位：千円）
公共下水道  特定環境保全 農業集落 林業集落

事業 公共下水道事業 排水事業 排水事業

90,968 6,951 31,265 621 129,805

326,239 76,669 304,017 19,993 726,918

△ 235,271 △ 69,718 △ 272,752 △ 19,372 △ 597,113

22,262 △ 6,795 18,278 △ 569 33,176

10,345,223 643,809 4,467,106 141,957 15,598,095

9,966,591 667,577 4,412,611 140,614 15,187,393

(2)

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落排水事業

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は６，６１９，８３２千円である。

営業費用

営業利益（△は損失）

経常利益（△は損失）

セグメント資産

セグメント負債

　その他の注記

報告セグメントの概要

後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

　鏡野町下水道事業会計は、次のとおり運営しており、各事業で運営方針を

決定していることから、それぞれを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

林業集落排水事業

報告セグメントごとの営業収益等

合計

営業収益

事業区分 事業内容（平成30年4月1日現在）

公共下水道事業
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1

(1)

（イ） 82,077 82,077

（ロ） 235,663

△ 25,554 210,109

（ハ） 13,372,185

△ 608,126 12,764,059

（ニ） 1,369,738

△ 306,337 1,063,401

（ホ） 1,490

△ 671 819

（ヘ） 2,207

△ 181 2,026

14,122,491

(1)

（イ） 1,025,351

1,025,351

15,147,842

２

(1) 380,750

(2) 30,156

△ 2,238 27,918

408,668

15,556,510

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

平成31年度鏡野町下水道事業予定貸借対照表
（平成32年3月31日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

　固　定　資　産

 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

 無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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３
(1)

6,389,704

6,389,704

４
（1）

474,129

(2) 4,501

(3)

（イ） 2,827

（ロ） 595

3,422

482,052

５
9,158,273

△ 939,294

8,218,979

15,090,735

６
自己資本金 299,924

繰入資本金 84,637 384,561

７
(1) 41,037

(2)

（イ） 40,177

40,177

81,214

465,775

15,556,510

法定福利費引当金

負　　債　　の　　部

　固　定　負　債
企 業 債

（イ）
建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てるための企業債 6,389,704

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

　流　動　負　債
企 業 債

（イ）
建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てるための企業債 474,129

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

未 払 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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Ⅰ.

(1)

1.

2.

・　主な耐用年数

　　　施設利用権　　　　　　　　　45年

(2)

1.

2.

3.

4.

(4)
1.

法定福利費引当金

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

・　減価償却の方法

　　　定額法

　引当金の計上基準

退職給付引当金

消費税等の会計処理

その全部を負担することとなっている（ただし、岡山県市町村総合事務組合へ支払

う一定の負担金は除く）ため、退職給付引当金は計上していない。なお、一般会計

が負担すると見込まれる額は　32,864千円である。

貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。

　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

賞与引当金

 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給

見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　　工具器具備品　　　　　 2～ 15年

 　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年

度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

平　成　31　年　度　注　記　表

　重要な会計方針に係る事項

　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

・　減価償却の方法

 　職員への退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、一般会計が

　　　定額法

・　主な耐用年数

　　　建物　　　　　　　　　　　38～50年

　　　構築物　　　　　　　　　 30～50年

　　　機械及び装置　　　 　 10～20年

　　　車両運搬具　　　　　    5～  6年

無形固定資産
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Ⅱ.

(1) セグメント情報

1.

供用人口　　　 7,280 人

年間有収水量 569,028 ㎥

供用人口 224 人

年間有収水量 54,362 ㎥

供用人口 2,174 人

年間有収水量 225,205 ㎥

供用人口 67 人

年間有収水量 4,906 ㎥

２.

（単位：千円）
公共下水道  特定環境保全 農業集落 林業集落

事業 公共下水道事業 排水事業 排水事業

10,430,328 610,220 4,382,122 133,840 15,556,510

10,027,558 630,296 4,301,313 131,568 15,090,735

(2) 賞与引当金の取崩予定額

(3) 法定福利費引当金の取崩予定額

(4) 貸倒引当金の取崩予定額

(5)

セグメント資産

セグメント負債

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落排水事業

林業集落排水事業

　その他の注記

事業内容（平成30年4月1日現在）

報告セグメントの概要

事業区分

　鏡野町下水道事業会計は、次のとおり運営しており、各事業で運営方針を

決定していることから、それぞれを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業

　当年度において、不納欠損処理に充当するため貸倒引当金として１，３０９

千円を使用する。

れる額は６，８６３，８３３千円である。

報告セグメントごとの営業収益等

合計

後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項
　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞

与引当金３，０５３千円を使用する。

　当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として

支出するため、法定福利費引当金６０７千円を使用する。
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（単位：千円）

区　　　分 金  額

874,168 851,284 22,884

122,091 119,956 2,135

122,069 118,954 3,115 下 水 道 使 用 料 122,069 ･20,345千円×6期分

22 1,002 △ 980 手 数 料 20

雑 収 益 2

752,077 731,328 20,749

1 0 1
消 費 税 等
還 付 加 算 金

1

271,601 271,644 △ 43 他 会 計 補 助 金 271,601
･減価償却費充当分32,024千円
･公債費利息分99,943千円
･維持管理費不足分139,634千円

300 3,050 △ 2,750
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

300

480,175 454,170 26,005 長 期 前 受 金 戻 入 480,175 ･償却資産の減価償却見合分の収益化

0 2,464 △ 2,464 そ の 他 雑 収 益 0

他会計補助金

消費税及び地方消費
税還付金

長期前受金戻入

雑収益

款

受取利息及び配当金

項 目

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

その他営業収益

営業外収益

本 年 度

平成３１年度鏡野町下水道事業会計予算内訳書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

説明前年度 比  較
節
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（単位：千円）

区　　　分 金  額

870,612 841,312 29,300

769,553 729,655 39,898

70,936 61,411 9,525 光 熱 水 費 10,128 ･マンホールポンプ電気代

通 信 運 搬 費 264 ･流量計専用回線

委 託 料 36,462 ･マンホールポンプ維持管理

使用料及び賃借料 1

修 繕 費 12,726 ･路面舗装、ポンプ、水位計修繕

材 料 費 3,355 ･ポンプ、水位計予備品

負 担 金 8,000 ･排水設備設置補助金

149,950 145,453 4,497 備 消 耗 品 費 87

燃 料 費 0

光 熱 水 費 14,862 ･処理場動力電気代

委 託 料 67,936 ･処理場維持管理

修 繕 費 30,745 ･処理施設修繕

材 料 費 20

使用料及び賃借料 36,300 ･津山広域下水道処理費

2,001 1,831 170 備 消 耗 品 費 4

委 託 料 1,357 ･賦課徴収情報処理委託

手 数 料 640

34,466 32,951 1,515 給 料 10,775 ･職員3名

手 当 3,563
･期末勤勉手当2,507千円、扶養手当
540千円等

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

1,830
･手当1,511千円、法定福利費319千
円

法 定 福 利 費 5,009
･共済組合負担金3,347千円、退職手
当組合負担金1,618千円等

備 消 耗 品 費 188

印 刷 製 本 費 35

通 信 運 搬 費 4,471
･処理場及びマンホールポンプ遠方
監視電話代

処理場費

総係費

支　　　　　　　出

款 項 目 本 年 度
節

説明前年度 比  較

下水道事業費用

営業費用

管渠費

業務費
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（単位：千円）

区　　　分 金  額

委 託 料 4,460 ･公営企業指導助言業務等

手 数 料 13

使用料及び賃借料 1,713 ･遠方監視システム使用料

修 繕 費 110

負 担 金 566

保 険 料 340

公 課 費 7

貸倒引当金繰入額 1,386

512,199 488,009 24,190
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

476,638
･建物12,778千円、構築物307,610千
円、機械及び装置155,733千円、車
両運搬具336千円等

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

35,561 ･津山市下水道処理場建設負担金分

1 0 1 固 定 資 産 除 却 費 1

99,944 106,215 △ 6,271

99,943 106,215 △ 6,272 企 業 債 利 息 99,943

1 0 1 消 費 税 1

115 4,442 △ 4,327

115 115 0 過年度損益修正損 115

0 4,327 △ 4,327
賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

0 ･賞与等引当金繰入額

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

0 ･貸倒引当金繰入額

1,000 1,000 0

1,000 1,000 0 予 備 費 1,000

支　　　　　　　出

款 項 目 本 年 度 前年度 比  較
節

説明

減価償却費

資産減耗費

営業外費用

支払利息及び企業債
取扱諸費

消費税

特別損失

過年度損益修正損

その他特別損失

予備費

予備費
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（単位：千円）

区　　　分 金  額

877,088 917,431 △ 40,343

244,000 298,400 △ 54,400

122,100 149,200 △ 27,100 下 水 道 債 122,100
･公共下水道107,300千円、農業集落
排水14,800千円

121,900 149,200 △ 27,300 過 疎 債 121,900
･公共下水道107,200千円、農業集落
排水14,700千円

41,406 43,231 △ 1,825

41,406 43,231 △ 1,825 一 般 会 計 出 資 金 41,406
･公共下水道22,268千円、農業集落
排水19,138千円

448,842 431,900 16,942

448,842 431,900 16,942 公 債 費 繰 入 金 448,842 ･繰入基準内448,842千円

127,840 122,000 5,840

116,800 110,000 6,800 国 庫 補 助 金 116,800
･公共下水道80,000千円、農業集落
排水36,800千円

11,040 12,000 △ 960 県 補 助 金 11,040 ･農業集落排水分

15,000 21,900 △ 6,900

12,000 15,500 △ 3,500 受 益 者 負 担 金 12,000 ･公共下水道分

3,000 6,400 △ 3,400 分 担 金 3,000 ･農業集落排水分分担金

他会計出資金

他会計補助金

他会計補助金

補助金

国庫補助金

負担金等

受益者負担金

前年度 比  較

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

県補助金

説明款 項 目 本 年 度
節

資本的収入

企業債

建設改良債

その他企業債

他会計出資金
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（単位：千円）

区　　　分 金  額

880,840 933,782 △ 52,942

428,246 498,498 △ 70,252

423,751 493,498 △ 69,747 給 料 8,795 ･職員2名

手 当 5,634
･期末勤勉手当2,468千円、時間外手
当1,205千円等

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

1,592
･手当1,316千円、法定福利費276千
円

法 定 福 利 費 4,517
･共済組合負担金3,159千円、退職手
当組合負担金1,320千円等

旅 費 460

備 消 耗 品 費 1,540

燃 料 費 522

印 刷 製 本 費 350

通 信 運 搬 費 240

委 託 料 16,782 ･計画設計等

使用料及び賃借料 1,751 ･積算システム等

補 償 費 5,600 ･水道移設事務費

工 事 請 負 費 375,800
･公共下水道294,700千円、農業集落
排水81,100千円

報 酬 136 ･公共下水道推進委員報酬

食 糧 費 32

4,495 5,000 △ 505 負 担 金 4,495 ･津山処理場建設改良負担金

0 2,384 △ 2,384

0 2,384 △ 2,384
そ の 他 有 形 固 定
資 産 購 入 費

0

451,394 431,900 19,494

451,394 431,900 19,494
建 設 企 業 債 元 金
償 還 金

451,394

1,200 1,000 200

1,200 1,000 200 予 備 費 1,200

支　　　　　　　出

款 項 目 本 年 度
節

説明前年度 比  較

予備費

資本的支出

建設改良費

管路建設改良費

下水道建設費負担金

固定資産購入費

有形固定資産購入費

企業債償還金

建設企業債元金償還
金

予備費
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